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事業の現状、今後の展開等について 

当社は、本日、事業の現状、今後の展開等について、下記のとおり株式会社名古屋証券取引所に

対し、同社株券上場廃止基準第２条の２第１項第３号に定める書面として本書面を提出いたしまし

たのでお知らせいたします。  

本書面の提出により、同社株券上場廃止基準第２条の２第１項第３号に定める期間は９ヶ月とな

りました。したがって平成23年７月末までのいずれかの月において、月間平均上場時価総額及び月

末上場時価総額が所要額(注)以上となったときは同上場廃止基準に該当しないことになります。  

 

(注) 名古屋証券取引所より、平成21年１月より平成23年12月末までの間、一時的に時価総額基

準を３億円から1.8億円に変更がなされております。  

 

当社では、下記の今後の展開に記載した事業計画を推進することにより業績の改善を図り、上場

時価総額を回復すべく市場から評価を向上させることによって、今後とも上場を維持するよう努め

てまいる所存であります。 

 

記 

 

１．事業の現状 

 当社は、半導体装置及び部品の販売、同テクニカル業務を事業の中心として営業してまいり

ましたが、平成22年9月21日に発表いたしました中期経営計画においてご報告の通り、平成22

年9月7日よりLED照明機器販売事業を加えて展開しております。中でも、LED照明機器において

は、省エネ・エコ商品としてのみならず、その有効活用方法も社会的認知の定着化が進み、今

後の当社における基幹事業と位置づけております。 

 ご案内の通り、平成22年6月期会計年度において、営業損失390,421千円、経常損失408,842

千円を計上し、売上高も前期比56.7％減少するとともに、当期純損失437,424千円を計上いたし

ました。また、平成22年9月の当第１四半期会計期間におきましても、営業損失51,698千円、経

常損失58,142千円を計上し、売上高も前年同四半期比71.3％減少するとともに、四半期純損失

60,048千円を計上しており、継続企業の前提に関して重要な疑義が存在する結果となっており

ます。さらには、現在、作業中である平成23年6月期第2四半期会計期間におきましても、赤字

の見通しとなっております。 

 当該要因として、当社創業以来からの事業である半導体事業において、今期中の回復を見込

んでいたにもかかわらず、国内半導体市場の回復傾向が不透明な状況が継続しており、その設



 

備投資抑制や生産調整が依然として実施されている中、当社の半導体事業、テクニカル事業の

各プロダクトにおいては、極めて厳しい経営環境が続いております。この様な状況を打破すべ

く、平成22年9月7日より日本エーエム株式会社とのLED照明機器販売事業の一部移管を含めた業

務提携強化を図り、当社における新たな基幹事業として本格的に始動した訳ですが、代理店網

の移管手続きに遅れが生じたこととそれに伴って販売活動の加速が遅れたために、本格的な受

注活動は第2四半期終盤へと持ち越されました。 

この結果、事業開始直後の9月において36百万円の売上を計上したLED照明機器販売事業が、

第2四半期においては71百万円、第2四半期累計においても107百万円の売上に留まる見込で、中

期経営計画において計画していた売上が確保できなかったために、全社的に業績回復が遅れて

おります。第1四半期については以下のような業績推移となっており、同時に第2四半期の着地

見込においても本日別途「業績予想修正」において発表しておりますとおり、赤字が継続して

いることから、第2四半期決算においても厳しい状態が続いております。 

 

業績推移 

 平成20年6月期 

通 期 

平成21年6月期 

通 期 

平成22年6月期 

通 期 

平成23年6月期 

 第1四半期 

売上高（百万円） 4,680 2,805 1,213 80 

営業利益（百万円） 156 △154 △390 △51 

経常利益（百万円） 107 △179 △408 △58 

当期純利益（百万円） 122 △268 △437 △60 

 

 当該状況を打破し、抜本的な経営改善を進めるために、平成23年1月17日開催の取締役会にお

いて代表者の交代を実施し、LED照明機器販売事業を基幹事業とした経営戦略の見直しを進めて

いく中で、平成22年9月21日に発表いたしました中期経営計画を見直すこととし、平成23年1月

27日開催の取締役会において「経営改善計画」を策定いたしました。本計画において、当社の

基幹事業であった半導体事業を平成23年2月28日以降一時凍結し、LED照明機器販売事業に注力

していくという大幅な経営方針の転換を決定いたしました。 

 当初の予定としては、半導体事業においても、装置販売実績を確保するために、最低限の人

員を維持しつつ、新たな商材を確保していく方針でございましたが、現時点においても、当面、

市場の回復が見込まれない状況の中で、販売見通しも立てられない状況が継続しています。こ

のような状況で同事業における現在の体制を維持することは収益、資金繰りの圧迫要因となる

ことが明白であり、企業維持の観点からは耐え難いものであると判断し、国内半導体市場の回

復傾向が顕著となるまでの間、同事業を一時凍結するという判断に至りました。 

この計画において、全社的な「販売費及び一般管理費率の改善」を中心としたコスト構造の

見直しにより損益分岐点を下げると共に、新たな基幹事業であるLED照明機器販売事業の「代理

店戦略強化による販売力向上」及び「大型案件受注に向けた全社的な取組み」によって、売上

高の積上げ及び利益確保ができる体制を目指し、業績改善に取り組んでまいります。 

 

【経営計画の骨子】 

（１）事業構造転換による収益体質の早期構築 

 ①既存事業である半導体事業の一時凍結（当面、情報収集活動に特化） 

 ②LED照明機器販売事業強化のための経営体制の刷新 



 

③利益率の高いLED商材の厳選 

（２）販売費及び一般管理費率の改善 

 ①組織体制の見直しを含めた固定費の徹底的な削減 

 ②事業所運営の一部外部委託等による高効率化の実現 

（３）収益力強化に向けた新営業スタイルの確立 

 ①中核代理店の営業支援強化による、その営業網を活用した販売力強化 

②有力代理店である㈱ヤマダ電機・法人営業部が展開する、「あかりレンタル」事業への 

販売強化 

③得意先の多様化するニーズや価格競争に弾力的に対応できる取扱商品の厳選 

④官公庁関連等の入札案件に対する取組みの積極化 

⑤LED照明機器販売事業のエンド顧客層に対する新規商材の販売やサービス提供の検討 

 

２．経営計画の遂行状況及び今後の展開（重点施策） 

 上記、平成23年1月27日策定の「経営改善計画」の遂行状況及び今後における当社の事業改善

に向けた基本方針は次のとおりとなります。 

（1）運営体制の見直し並びに販売費及び一般管理費率の改善 

 ①半導体事業の一時凍結による人件費の削減 

  ここまで、当社の仕入先の破綻や事業撤退等が続いたことによる主要商材の喪失が相次ぎ

収益基盤が弱体化する中でそれらに替わる新規商材導入を目指してきたものの、国内半導体

業界の回復が不透明な中で、商材確保に要する時間とコストとの見合いや資金回収期間の長

期化による資金繰りへの影響を勘案するとともに、専門的人材の確保、維持に伴う高コスト

体質の脱却を企図して、平成22年12月以降の同事業における人件費の見直しを実施するとと

もに、最終的には事業の一時凍結を実施いたします。 

  また、同事業の情報収集体制については、渡邊前社長の退任後も協力を得ながら、社長の

溝邉を中心に役員が人的関係の維持をすることで、情報収集ルートの確保に取組んでまいり

ます。 

 ②事業所運営の効率化によるコスト削減 

  現在、本社のほか、大阪、名古屋、福岡の営業所を設置しております。しかしながら、大

阪、福岡営業所の販売実績が伸び悩んでおり、赤字体質が継続していることから、平成23年 

1月以降に事業所体制の見直しの実施により、運営の一部外部委託を行うと共に、大阪営業所

の縮小を実施し、これに伴って、人員3名の削減も実施いたします。また体制変更による、売

上機会損失が発生しない様に、受注窓口の効率化の確立など、重複業務の統合を行い、管理

部門人員の削減を実施いたします。 

  上記①②施策の実施により、平成23年1月以降は、平成22年9月のLED照明機器販売事業開始

時点に比べ、一般販売管理費が月額30%削減となる予定です。 

                              

（２）LED照明機器販売事業の拡充 

 当初からの取組みである、代理店販売売上の確立のみならず、LED照明機器販売事業に拡張性

を持たせて、様々な取組みを行ってまいります。 

①中核代理店対する営業支援強化 

 中核代理店と位置付けているヤマダ電機法人営業部とテラオカグループを中心に、共同で

の営業強化に向け、代理店営業員の販売スキル向上に向けた帯同訪問、情報提供、営業ツー

ル提供、ターゲット顧客選定協力等を実施してまいります。 

②あかりレンタル事業への販売強化 

 ㈱ヤマダ電機・法人営業部が展開する「あかりレンタル」事業は、主に倉庫、工場、スポ



 

ーツ施設等で用いる大型の高所照明を主たる取扱商品群として、日本中の対象施設に消費電

力削減効果や定期交換コスト低減効果等の提案を取組んでまいります。平成22年12月に同社

の（約150店舗）顧客向け情報誌においてあかりレンタル事業の紹介記事を掲載し、その告知

を開始いたしました。当社の有力代理店である同社の当事業におけるLED照明機器販売に大い

に期待しており、販売強化に努めてまいります。 

③LED照明商材メーカーとの協力体制構築 

 さいたま新都心駅のLED化等で特に高所照明に関し国内有数の実績を有する㈱共立電機製

作所（宮崎県）と大口顧客に対する共同営業を展開する中で、案件対応での提供価格見直し

等を進め、その製品の普及加速を目指しております。 

④官公庁入札案件の取組の積極化 

 大口受注が期待できる官公庁関連の入札案件については大手企業との競合が厳しいものの、

情報収集を進め、積極的に入札に参加してまいる方針です。 

（３）新規商材の販売やサービス提供の検討  

 LED照明機器販売のエンド顧客層に対する家電等の新規商材の販売やサービス提供を検討し、

経営資源を分散させずに新たな収益基盤の確立に取組んでまいります。 

（４）その他 

 資金調達に関しましては、未収債権や売掛債権の流動化等により、安定資金の確保に努めて

まいります。また、仕入先に対し、特に大口案件等の受注時には、買掛金の支払サイト等を売

掛金の回収サイト等の取引条件に合わせる等、個別に見直していただくことを要請してまいり

ます。 

 

３．事業計画 

           （単位：百万円） 

2010年6月期実績 2011年6月期計画 2012年6月期計画 2013年6月期計画 
 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

売上高 1,213 100％ 603 100％ 1,880 100％ 2,510 100％ 

売上総利益 △58 － 122 19％ 354 19％ 442 17％ 

営業利益 △390 － △149 － 74 4％ 122 5％ 

経常利益 △408 － △156 － 73 4％ 121 5％ 

税引前損益 △437 － △190 － 73 4％ 121 5％ 

※平成23年6月期通期業績予想及び中期事業計画の修正について 

 現在平成23年6月期第2四半期決算の作業中で、上記事業計画数値に関しましては、経営改

善計画発表のため、一部暫定的な数値を用いており、変動する可能性がございます。また、

本日別途発表しております、業績予想の修正に関するお知らせ中の通期業績、中期事業計画

中の通期業績につきましても同様です。最終的な平成23年6月期通期業績予想につきまして

は、平成23年6月期第2四半期決算の取りまとめが完了次第、その発表と併せ、正式に発表さ

せて頂きますことを、ご了承願います。 

 

４．上場維持について 

当社では、前記２．記載の諸施策を実行することにより、業績の改善・向上を図り、市場の

評価の向上により、上場時価総額を1.8億円以上へ回復させ、今後とも株式会社名古屋証券取引

所上場を維持していきたいと考えております。 

なお、この事業計画につきましては、進捗状況を随時、開示してまいります。また、重要な



 

訂正、追加、変更等が生じた場合についても開示いたします。 

以 上 


